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○狭山市立図書館管理運営規則 

昭和５６年３月３１日 

教育委員会規則第１号 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、狭山市立図書館条例（昭和５６年条例第２号。以下「条例」と

いう。）第８条の規定に基づき、本市が設置する図書館（以下「図書館」とい

う。）の管理運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成２７年９号〕） 

第２章 図書館奉仕 

（事業） 

第２条 図書館は、図書館奉仕の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行

う。 

（１）図書館資料の収集、整理及び保存 

（２）図書館資料の館内利用及び館外貸出し 

（３）移動図書館の運営 

（４）視聴覚教育の振興 

（５）他の図書館との間における図書館資料の相互貸借 

（６）読書案内、読書相談及び調査研究に対する援助 

（７）読書会、研究会、講座、鑑賞会、展示会等の主催及び奨励 

（８）学校、公民館その他の施設及び団体との連絡協力 

（９）その他図書館奉仕の目的達成に必要な事業 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成１１年８号・１７年１０号〕） 

第３条及び第４条 削除 

（〔平成２７年教委規則９号〕） 

（利用の制限） 

第５条 図書館資料又は視聴覚教育に係る教材及び教具（以下「視聴覚教材教具」と

いう。）の貸出しを受けた者は、これを第三者に転貸してはならない。 

２ 図書館資料又は視聴覚教材教具の貸出しを受けた者は、これらの利用に当たって

は、いかなる対価も徴収してはならない。 

３ 狭山市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、条例又はこの規則に違反
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した者の違反後の利用を制限することができる。 

（一部改正〔平成１１年教委規則８号・２７年９号〕） 

（損害賠償） 

第６条 図書館の入館者及び図書館資料又は視聴覚教材教具の貸出しを受けた者が自

己の責めに帰すべき理由により、図書館の施設若しくは設備を損傷し、又は備品若

しくは資料等を亡失し、若しくは損傷したときは、これを修理し、又はその損害を

賠償しなければならない。 

（一部改正〔平成５年教委規則５号・１１年８号〕） 

（館内利用） 

第７条 館内において図書館資料を利用しようとする者は、所定の場所で利用しなけ

ればならない。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号〕） 

（個人貸出し） 

第８条 図書館資料を個人で館外利用することのできる者は、次に掲げる者とする。

ただし、教育委員会が特に必要と認めた者については、この限りでない。 

（１）狭山市並びに所沢市、飯能市、入間市、日高市及び川越市に住所を有する者 

（２）狭山市内（以下「市内」という。）に通勤し、又は通学する者 

（全部改正〔平成７年教委規則８号〕、一部改正〔平成１６年教委規則７

号・２７年９号・３１年１号〕） 

第９条 図書館資料を個人で館外利用しようとする者は、個人貸出登録申込書を教育

委員会に提出し、利用券の交付を受けなければならない。 

２ 利用券を有する者は、利用券を亡失したとき、又はその記載事項に変更を生じた

ときは、速やかに教育委員会に届け出なければならない。 

３ 利用券は、他人に譲渡し、若しくは貸与し、又は不正に使用してはならない。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成９年３号・２７年９号〕） 

第１０条 図書館資料を個人で館外利用しようとする者は、貸出しを受けようとする

ときに利用券を教育委員会に提出しなければならない。ただし、貸出しを受けよう

とする者が心身に障害を有する場合に、教育委員会がこれにより難いと認めるとき

は郵送等により貸出しをすることができる。 

（一部改正〔昭和５７年教委規則１号・６３年９号・平成２７年９号〕） 

第１１条 個人で館外利用できる図書館資料は、図書については原則として１０冊以



3 

 

内とし、図書以外の図書館資料については教育委員会の定めるところによる。 

２ 図書館資料を個人で館外利用できる期間は、１５日以内とする。ただし、特別の

理由により教育委員会が承認したときは、この限りでない。 

３ 教育委員会は、貴重図書その他教育委員会が館外利用を不適当と認めた図書館資

料については、個人によるその利用を禁止することができる。 

（一部改正〔平成５年教委規則５号・１０年１１号・２１年１２号・２７年

９号〕） 

（団体貸出し） 

第１２条 市内の幼稚園、保育所、学童保育室及び小中学校並びに読書活動が継続的

に行われている団体で教育委員会が必要と認めるものは、図書館資料のうち図書、

雑誌及び紙芝居の館外利用をすることができる。 

（全部改正〔平成１５年教委規則２号〕、一部改正〔平成２７年教委規則９

号〕） 

第１３条 前条の規定による館外利用をすることができる団体（以下「利用団体」と

いう。）は、館外利用をしようとする場合は、あらかじめ団体貸出登録申込書を教

育委員会に提出し、利用券の交付を受けなければならない。 

（全部改正〔平成１５年教委規則２号〕、一部改正〔平成２７年教委規則９

号〕） 

第１４条 利用団体の館外利用における貸出数及び貸出期間は、１団体につき２００

点以内及び１利用につき３月以内の範囲で教育委員会が別に定める。 

（全部改正〔平成１５年教委規則２号〕、一部改正〔平成２７年教委規則９

号〕） 

第１５条 第９条第２項及び第３項、第１０条本文並びに第１１条第３項の規定は、

利用団体による館外利用に準用する。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成１５年２号〕） 

（移動図書館） 

第１６条 市内を巡回して図書館資料の貸出しその他の図書館奉仕を行うため、図書

館に移動図書館を設ける。 

（一部改正〔平成５年教委規則５号〕） 

第１７条 第８条から第１１条までの規定は、移動図書館における図書館資料の利用

に準用する。ただし、図書館資料の利用できる期間は、特別の理由により教育委員
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会が認めたときを除き、次の巡回日までとする。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成５年５号・２７年９号〕） 

第１８条及び第１９条 削除 

（〔平成１７年教委規則１０号〕） 

第２章の２ 視聴覚ライブラリー 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕） 

（視聴覚ライブラリーの設置） 

第１９条の２ 第２条第４号の事業を行うため、中央図書館に視聴覚ライブラリー

（以下「ライブラリー」という。）を置く。 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕、一部改正〔平成１７年教委規則１０

号〕） 

（ライブラリーの事業） 

第１９条の３ ライブラリーは、次に掲げる事業を行う。 

（１）視聴覚教材教具の収集、作成、保管及び提供 

（２）視聴覚教育の振興のための調査、研究及び指導 

（３）その他視聴覚教育の振興を図るために必要な事業 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕） 

（視聴覚教材教具） 

第１９条の４ ライブラリーで館外利用をすることができる視聴覚教材教具は、次に

掲げるものとする。 

（１）１６ミリフィルム 

（２）ライブラリー用ビデオ教材 

（３）１６ミリ映写機 

（４）スライド映写機 

（５）液晶プロジェクター 

（６）オーバーヘッドプロジェクター 

（７）その他の視聴覚教育に関する教材及び教具 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕、一部改正〔平成１５年教委規則２

号〕） 

（視聴覚教材教具の館外利用） 

第１９条の５ 前条の視聴覚教材教具は、市内の団体が社会教育、学校教育その他公
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共的目的に利用する場合に限り、館外利用をすることができる。 

（全部改正〔平成１５年教委規則２号〕） 

（利用手続） 

第１９条の６ 視聴覚教材教具を利用しようとする者は、利用申込書を教育委員会に

提出しなければならない。 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕、一部改正〔平成２７年教委規則９

号〕） 

（１６ミリフィルム等の利用条件等） 

第１９条の７ １６ミリフィルム又は１６ミリ映写機を利用する者は、都道府県の発

行する１６ミリ映写機の操作技術に係る認定証の所持者によつて１６ミリ映写機を

操作させるとともに、１６ミリフィルム又は１６ミリ映写機に損傷を与えないよう

に注意して取り扱わなければならない。 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕） 

（貸出期間） 

第１９条の８ 視聴覚教材教具の館外利用をすることができる期間は、１回の利用で

３日以内とする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、この限りでない。 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕、一部改正〔平成１５年教委規則２号・

２７年９号〕） 

（館外利用の報告） 

第１９条の９ 視聴覚教材教具の館外利用をした者は、当該視聴覚教材教具を返還す

るときに、利用報告書を教育委員会に提出しなければならない。 

（追加〔平成１１年教委規則８号〕、一部改正〔平成１５年教委規則２号・

２７年９号〕） 

（準用） 

第１９条の１０ 第９条第２項及び第３項、第１０条本文、第１１条第３項並びに第

１３条の規定は、視聴覚教材教具の館外利用に準用する。 

（追加〔平成１５年教委規則２号〕） 

第３章 図書館資料の寄贈及び寄託 

（寄贈及び寄託） 

第２０条 図書館は、教育委員会が適当と認めた図書館資料について、その寄贈及び

寄託を受け入れることができる。 
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２ 寄託を受けた図書館資料は、図書館所蔵の図書館資料と同様の取扱いをするもの

とする。ただし、その館外利用については寄託者の承認を得なければならない。 

３ 図書館は、寄託された図書館資料が天災その他避けることのできない事情により

受けた損害に対してその責めを負わない。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号〕、一部改正〔平成２７年教委規則９

号〕） 

第４章 組織等 

（業務） 

第２１条 図書館の業務は、次のとおりとする。 

中央図書館 

（１） 公印の管理に関すること。 

（２） 文書の収受、発送及び記録に関すること。 

（３） 施設及び設備の維持管理に関すること。 

（４） 各種統計、調査及び広報に関すること。 

（５） 図書館協議会に関すること。 

（６） 関係機関、団体等との連絡協調に関すること。 

（７） 図書館資料の収集、管理及び保存に関すること。 

（８） 図書館資料の利用に関すること。 

（９） 調査相談に関すること。 

（１０） 郷土資料（地方行政資料を含む。）に関すること。 

（１１） 図書館資料の相互貸借に関すること。 

（１２） 障害者奉仕に関すること。 

（１３） 視聴覚資料に関すること。 

（１４） 講演会、講座、おはなし会、展示会等に関すること。 

（１５） 移動図書館に関すること。 

（１６） 読書団体等の育成及び活動の促進に関すること。 

（１７） ライブラリーに関すること。 

（１８） その他図書館奉仕に関すること。 

狭山台図書館 

（１） 施設及び設備の維持管理に関すること。 

（２） 図書館資料の収集、管理及び保存に関すること。 
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（３） 図書館資料の利用に関すること。 

（４） 調査相談に関すること。 

（５） 講演会、講座、おはなし会、展示会等に関すること。 

（６） 読書団体等の育成及び活動の促進に関すること。 

（７） 中央図書館との連絡調整に関すること。 

（８） その他図書館奉仕に関すること。 

（全部改正〔平成１０年教委規則１１号〕、一部改正〔平成１１年教委規則

８号・１７年１０号〕） 

（職員） 

第２２条 条例第３条の規定により教育委員会が図書館に必要と認める職員として副

館長その他の職員を置く。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成１０年１１号・１２年５号・１

９年６号・２７年９号〕） 

（職務） 

第２３条 館長は、上司の命を受け、図書館の業務を統括し、その業務を処理するた

め、所属職員を指揮監督する。 

２ 副館長は、館長を補佐し、図書館の業務を掌理するとともに、主査以下の職員を

指揮監督する。 

３ その他の職員は、狭山市教育委員会事務局組織規則（平成１０年教育委員会規則

第５号）第５条第１項の規定を例として、同項の表に掲げる当該職員の職に応じ、

同表に定める職務に従事する。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成１０年１１号・１２年５号・１

９年６号〕） 

（事業報告） 

第２４条 中央図書館長は、前年度における図書館の事業概要を、当該年度終了後速

やかに狭山市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）に報告しなければなら

ない。 

（追加〔平成１０年教委規則１１号〕、一部改正〔平成２７年教委規則９

号〕） 

（指定管理者による管理） 

第２５条 条例第７条第１項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）
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に図書館の管理を行わせる場合における第５条第３項、第８条、第９条第１項及び

第２項、第１０条並びに第１１条の規定の適用については、これらの規定（第５条

第３項の規定を除く。）中「教育委員会」とあり、及び同項中「狭山市教育委員会

（以下「教育委員会」という。）」とあるのは、「指定管理者」とする。 

（追加〔平成２７年教委規則９号〕） 

第５章 補則 

（委任） 

第２６条 この規則に定めるもののほか、図書館の管理運営に関し必要な事項は、教

育長が別に定める。 

（一部改正〔昭和６３年教委規則９号・平成１０年１１号・２７年９号〕） 

附 則 

１ この規則は、昭和５６年４月１日から施行する。 

２ 狭山市立図書館規則（昭和２９年教育委員会規則第６号）は、廃止する。 

附 則（昭和５７年１月３０日教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５８年５月２日教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５９年１２月２７日教委規則第６号） 

この規則は、昭和６０年１月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年５月３０日教委規則第９号） 

この規則は、昭和６３年７月１日から施行する。 

附 則（平成５年３月３０日教委規則第５号） 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年３月３１日教委規則第４号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年９月２９日教委規則第８号） 

この規則は、平成７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月３１日教委規則第３号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１０年１２月２８日教委規則第１１号） 

この規則は、平成１１年１月１日から施行する。 
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附 則（平成１１年５月２６日教委規則第８号） 

この規則は、平成１１年６月１日から施行する。 

附 則（平成１２年３月３１日教委規則第５号） 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年９月３０日教委規則第１３号） 

この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月３１日教委規則第２号） 

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年８月４日教委規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年５月２５日教委規則第１０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年７月２７日教委規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年１月２３日教委規則第１号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年９月３０日教委規則第１２号） 

この規則は、平成２１年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２７年９月３０日教委規則第９号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１５日教委規則第１号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


